
© 2011 IBM Corporation

日本IBMの災害支援活動
〜東日本大震災への対応〜

2011年6月03日
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IBM Smart Business Cloudを活用し被災地支援を実施

日本経済新聞朝刊
（3月26日）

[プログラム内容]
『東北地方太平洋沖地震』により、緊急情報
提供・情報管理向けのサーバー資源が必要
となっている団体に対して、IBM Smart 
Business Cloudを活用した仮想サーバー資
源を3ヶ月間無償提供、 Webブラウザーの
みで利用可能なLotusLiveのコラボレーショ
ンやメール機能を3ヶ月無償提供

[用途例]
- 災害救助法適用地域向け災害情報・管理
支援アプリケーション基盤

- 不足品リスト、 避難所支援、 病院支
援、物資提供情報案内

- 電力・水道・ガス等のライフライン系ホーム
ページのミラー・サイト

- コラボレーションやメール機能

DO what you want to do!
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「東北地方太平洋沖地震」災害特別お客様ご支援プログラム

被災地の災害情報支援、情報共有サービス被災地の災害情報支援、情報共有サービス

•活動地域や時間帯がバラバラのボランティアのため、
情報基盤としてLotusLiveを利用 (Tohoku Rising)

• Twitterに出ている不足物資情報をマイニングして情報
発信(ライトハウス)

•被災者情報共有の情報サイトをクラウド上に構築(防災
科学技術研究所)

•災害時の救援情報共有パッケージ・ツールSAHANAを
IBM Cloud上に構築 (ひょうごんテック)

•文部科学省様（放射能情報）

•東京都健康安全研究センター様（東京都放射線情報）

•東京電力様（計画停電情報）

•浦安市様（災害情報）

ライフライン情報確保の支援ライフライン情報確保の支援

3/12 原子力発電所事故発生

3/13 東京電力計画停電開始

3/14 放射能汚染水発生

常設避難所本格化

3/11 東北地方太平洋沖地震発生



© 2011 IBM Corporation

安否確認や物資支援など多くのボランティア様にご利用いただきました。
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SAHANA Foundation

種別 Open Source Web Application

実績 四川大地震、ハイチ地震、チリ津波 等

日本
組織

ひょうごNPO情報通信技術支援
ネットワーク（ひょうごんテック）
http://tcc117.org/hyogontech/about

システ
ム概要

•応急復旧期対応システム
•ボランティア活動者の登録・配置・作業管理

•ボランティア活動者による被災状況の登録と
共有

•支援物資の要求・供給の管理と共有
•避難所の情報管理・共有
•安否情報の検索と登録
•医療施設による要求とリソースの管理と共有
•地理情報との連携による道路・建物などの
被災状況の登録と共有

•建造物の初期安全性アセスメント
•ボランティア活動者どうし/行政側担当者の
コミュニケーション

SAHANA （日本語化、展開支援、インフラ提供）
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岩手県における展開状況

被災者等状況
展開・支援方針

状況のサマリー

沿岸部避難所（12市町村）：
272 箇所25,278 名
（うち在避難所9,838人、在宅通
所15,440人）

内陸部の避難所（22市町村）
54 箇所2,001 名（うち在避難所
2,001人）

（岩手県HP、2011/5/24現在）

県下避難所での物資・サービス要請把握、衛生状態把握

避難所での入力容易性を確保するためにアンドロイド端末を活用

避難所への展開は市町村・自衛隊の協力のもと実施

岩手県災害対策本部・陸前高田市との打ち合わせを実施

各避難所での物資・サービス要請を把握するためにアンドロイド
端末を活用した入力支援機能を追加

被災者状況や被災弱者状況の把握の為の機能なども追加

陸前高田市を第一展開市町村として5/18より市下3避難所への展
開実施、5/27から陸前高田市全域の避難所へ展開予定

来週より宮古市、 山田町、大槌町、釜石市、大船渡市への展開を
準備、その後順次県下への展開を行う
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ネットワークに流通する情報を整理する。
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ソーシャルメディアを流れる情報の中に
ある物資の不足を訴える表現を自然言語
処理を用いて抽出

インベントリー情報と照合し、いち早く物
資を必要なところに届ける手助けをするサ
イトの構築や、SAHANA等の情報ポータ
ルへの情報入力を可能とする

Want! 医薬品 風評流布の可視化

TwitterのRTのような「口コミ」での情報
の伝達により、風評が拡散する

風評が拡散する過程を可視化すること
により、風評の拡散の防止策や風評の否
定などのアクションをとることをサポートす
る
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まとめ
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①

今回の震災の際に取り組んだ事項 上述のとおりでございます。

利用者から寄せられた主な意見・
要望

オープンソースソフトウェアの有用性
組織的活動のための構造的なデータの必要性
非構造テキストデータ(Twitter、Googleなど)の有用性と裏腹なあいまいさ
インターネットの堅牢さ
メールとエクセルしか使えない
ネットワーク環境の整備（ラスト１０マイル）、優先接続など
優しいユーザーインターフェース
迅速なクラウド資源の提供
クラウドデータセンター利用の期待と不安（海外データセンター、個人情報保護）

②今後、大規模災害等が発生した際に直
ちに取り組むべき事項

③左記②等を踏まえ、今後の大規模災害等
に備えて取り組むべき事項

事業者が独自に取り組むべき事項
支援開始までのスピードアップ
被災直後の情報整理と提供
通信経路の確保

支援内容の検討
被災対応のための情報整備
テキストマイニング技術の向上
レジリエントなネットワーク

事業者が共同で取り組むべき事項
通信デバイスと通信経路
情報連携
優先接続

標準化

利用者が取り組むべき事項
在宅勤務、遠隔勤務等の勤務形態
確かな情報に基づく行動

被災想定の見直し
セキュリティ対策の災害時対応
IT利用のリテラシー向上

国・自治体が取り組むべき事項
組織活動のためのデータ提供
緊急的な規制解除など

情報連携のプラットフォーム整備
(地域、自治体、警察、消防、自衛隊 他)

＊どこが取り組むべき、ということについてはあくまでも仮定の上での想定です。
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ありがとうございました

IBM, IBMロゴ、ibm.comは 世界の多くの国で登録されたInternational Business Machines Corp. の
商標です。他の製品名およびサービス名等は、それぞれIBMまたは各社の商標である場合があります。
現時点でのIBMの商標リストについては、www.ibm.com/legal/copytrade.shtml をご覧ください。

当資料をコピー等で複製することは、日本アイ・ビー・エム株式会社および執筆者の承認なしでは
できません。


